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図1：豪州中銀の政策金利の推移

2023年3月8日

豪州準備銀行（RBA）の利上げ停止が視野に入る

豪州準備銀行の利上げ停止が視野に入る

豪州準備銀行（RBA）は3月7日の理事会において、市

場予想通り0.25％の利上げを決定しました。RBAの利上

げは2022年5月から10会合連続となり、政策金利は

3.60％へ引き上げられました。

今回の理事会の声明文において、フィリップ・ロウ総裁は

「さらなる金融引き締めが必要になる」と述べるに留め、先

行きの金融政策に関してハト派的な利上げ姿勢を示しまし

た。ロウ総裁は3月8日の講演でも、「経済状況を見極める

時間を確保するため、利上げ停止が適切になる地点に近

づいている」とも述べました。

実際、金利先物市場では、2023年内は残り1回程度の

利上げが織り込まれるなど、RBAの利上げの終了が視野

に入りつつあります（図1）。

図3：2022年10-12月期の実質GDP成長率

（出所）豪州政府統計局
（期間）月次：2019年1月～2023年1月

四半期：2019年1Q～2022年4Q

（出所）ブルームバーグ （期間）2019年1月1日～2023年3月7日
（注）先物金利は2023年4月限～2024年8月限。

豪州は主要国の中でも底堅い景気回復を維持

RBAのハト派姿勢の一因として、インフレ懸念の後退が

挙げられます。豪州の1月の消費者物価指数（CPI）が前

年比+7.4％に低下したことで、RBAは「豪州のインフレがす

でにピークに達した」との見方を示しました（図2）。

一方、豪州景気に関しては、2022年10-12月期の実質

GDPは前期比+0.5％に小幅鈍化しました（前期は+0.7％）。

もっとも、主要国の中では、10-12月期の豪州の経済成

長率は米国に次ぐ底堅さを示しており（図3）、豪州はコロ

ナ後の景気回復で引き続き先行しています（図4）。

豪州の12ヵ月先の景気後退確率の市場予想は35％と

依然として低く、引き続き、今後はインフレ鈍化と経済安定

の両立が図られるかが焦点となりそうです（図5）。

（出所）各国公式統計

図2：豪州のインフレ率の推移

利回り上昇で海外投資家に見直される豪州債

RBAによる一連の利上げに伴って、豪州の10年国債利

回りは3％台後半で米国と拮抗した高水準にあり、債券投

資の面で豪州債の投資妙味が高まっています（図6）。

実際、2022年には海外投資家による豪州への債券投

資が安定した資金流入傾向に転じており、海外投資家に

よる豪州債への見直しが進みつつあります（図7）。



2

●当資料は、説明資料としてフランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社（以下「当社」）が作成した資料です。●当資料は、当社が各種データに基づいて作成し
たものですが、その情報の確実性、完結性を保証するものではありません。●当資料に記載された過去の成績は、将来の成績を予測あるいは保証するものでは
ありません。また記載されている見解、目標等は、将来の成果を保証するものではなく、また予告なく変更されることがあります。●この書面及びここに記載された
情報・商品に関する権利は当社に帰属します。したがって、当社の書面による同意なくして、その全部もしくは一部を複製し又その他の方法で配布することはご遠
慮ください。●当資料は情報提供を目的としてのみ作成されたもので、証券の売買の勧誘を目的としたものではありません。●フランクリン・テンプルトン・ジャパン
株式会社（金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第417号）はフランクリン・リソーシズ・インク傘下の資産運用会社です。

-1

0

1

2

3

4

5

2020年1月 2021年1月 2022年1月 2023年1月

（％）

米国
3.96%

豪州
3.68%

日本
0.50%

ドイツ
2.69%

-600

-400

-200

0

200

400

600

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2019年 2020年 2021年 2022年

（億豪ドル）

+281億豪ドル豪州への資金流入

豪州から資金流出

101.0 
102.4 

105.1 

107.2

84
86
88
90
92
94
96
98

100
102
104
106
108
110

4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

2019 2020 2021 2022

（2019年10-12月期＝100）

（年）

豪州

日本

米国

ユーロ圏

85.0

82.5

70.0

65.0

60.0

57.5

35.0

30.0

0 20 40 60 80 100

イタリア

英国

フランス

ドイツ

米国

スペイン

豪州

日本

（％）

（出所）豪州政府統計局 （期間）2019年1Q～2022年4Q

図7：海外投資家の豪州への債券投資の推移

（出所）ブルームバーグ （期間）2020年1月1日～2023年3月7日

図6：主要国の10年国債利回りの推移

（出所）ブルームバーグ
（注）今後12ヵ月先の景気後退確率。市場予想は3月6日時点。

図5：主要国の景気後退確率の市場予想

（出所）各国公式統計 （期間）2019年4Q～2022年4Q

図4：主要国の実質GDPの推移
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